
 

対バルバドス国別開発協力方針 

２０２３年９月 
１ バルバドスに対する開発協力のねらい 
（１）バルバドスを含むカリコム加盟諸国が位置するカリブ海地域には島嶼国が多く、

ハリケーンや地震、津波等の自然災害が頻発する地域であり、海洋生物資源の持続的

利用を推進している点等で、我が国との共通性を有している。同地域の国々はいずれ

も、気候変動や自然災害に対する脆弱性を抱えており、人口・経済規模が小さく、農

業、水産業、観光業等の外的要因に影響されやすい産業が基盤となっている。カリコ

ム加盟諸国は、民主主義及び法の支配といった共通の価値観を日本と共有し、これま

で国際場裡において我が国の立場を理解・支持している。カリコム加盟諸国は地域の

協力を重視し共通の立場を取ることが多い中で、同地域の共通の課題克服のために、

気候変動や自然災害に対する日本の経験・知見を活かした支援を行うことは、カリコ

ム加盟諸国との更なる関係強化や持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）の達成の観点から

も意義がある。 
 
（２）バルバドス（一人当たり国民総所得：19,490 米ドル（2022 年））は、高所得国

に分類される一方で、気候変動や自然災害に対する小島嶼国の脆弱性のみならず、燃

料、食料品をはじめ主要物資の輸入依存、外国人観光客に高度に依存する基盤産業な

ど、外因性ショックに脆弱な経済社会構造を抱える。こうした状況下、同国は自国主

導でブリッジタウン・イニシアティブを提唱し、新たな国際開発資金調達などによる

債務改善を着実に進めつつ、気候変動に対する強靱な社会基盤の構築と自立型の産業

振興を目指しており、世界的な注目を集めている。また、自助努力を率先する同国に

対する支援は、グローバルサウスの太宗を占める中高所得国の新しい開発モデルの好

例ともなり得ることから、我が国の人間中心の開発協力を持続的開発に繋げていく意

味でも協力の意義は高い。 
 
（３）気候変動により高まる小島嶼国の脆弱性（ハリケーン・海岸侵食など）の克服

が喫緊の課題である。また、バルバドスは、欧米との長期安定的な関係、国内政治の

安定、安全な生活環境、高い教育レベルという潜在力に拘わらず、主軸産業の観光・

金融からエネルギー源・食料までを外国に依存し、恒常的な外因性ショックのリスク

に曝されてきた。リーマンショック以来の財政難、防災インフラや管理体制の劣化・

未整備は深刻で、自立的開発への転換は未だ着手できていない。 
 
（４）バルバドス政府は、IMF の支援による構造改革及びブリッジタウン・イニシア

ティブによる気候変動ファイナンス確保を着実に進め、脆弱性克服と自立型開発を目

指している。2030 年までに 100％再生可能エネルギー／ネット・ゼロなどの気候変

動改革（GX）、国を挙げたデジタル変革（DX）、食料安全保障（生産、流通）、地域の



 

運輸ハブ化、持続可能な海洋空間・資源の利用等を含み、中高所得国の自立型開発モ

デルの好例となることが期待される。 
 
２ 我が国のＯＤＡの基本方針（大目標）： 脆弱性の克服 
開発協力大綱において、一人当たりの所得が一定の水準にあっても小島嶼国等の特

別な脆弱性を抱える国々等に対しては、各国の開発ニーズの実態や負担能力に応じて

必要な協力を行っていくこととしている。カリコム加盟諸国に対しては、2014 年 11
月に開催された日・カリコム外相会合において採択された日・カリコム共同閣僚声明

に基づき、第一の柱「小島嶼開発途上国特有の脆弱性克服を含む持続的発展に向けた

協力」のため、日本の技術や知見を活用した協力を展開する。 
我が国の防災、保健衛生、GX・DX における経験及び教訓を活用し、バルバドスの

持続可能な開発目標（SDGs）の実現と強靱な社会・経済基盤の構築を後押しするこ

とにより、人間の安全保障に資する協力を行う。 
 
３ 重点分野（中目標） 
（１）強靱な社会・経済基盤の構築 

 気候変動対策プログラム：防災投資の拡充や、強靭なインフラの構築等の協

力を行うとともに、GX の推進を図る。我が国の科学的根拠に基づく海洋環境

保全や沿岸管理技術を用いて、顔の見える協力を推進する。 
 保健・衛生改善プログラム：感染症及び非感染性疾患対策に資する協力を実

施する。 
 
（２）産業振興と人材育成 

 農業・水産業開発プログラム：農業・水産業の DX 化、小規模ビジネス分野に

おける女性と若者の参画を支援する。 
 
（３）地域統合と域内協力 

 カリコム開発・連携促進プログラム：カリコム加盟国や傘下機関間の連携及

び太平洋の小島嶼国等との知見共有に資する協力を行う。 
 
４ 留意事項 
（１）協力を持続可能なものとし、効果を高める観点から、カリコム加盟国及び傘下

機関間のネットワーキングを促進する。 
（２）ＯＥＣＤ／ＤＡＣの援助受取国・地域リストを卒業したバルバドスに対するＯ

ＤＡの必要性に関する調査の結果を踏まえて、協力を実施する。 
（了） 

別紙： 事業展開計画 


